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｢働きやすい職場環境づくりに向けた『プラス1』推進運動｣に関する
県下統一申し入れ書
　貴職が本校教育の充実のために尽力されていることに敬意を表します。
　さて、昨年12月25日付けで｢働きやすい職場環境づくりに向けた『プラス1』推進運動について｣という県教委通知が、各学校に出されています。この推進運動（以下、｢プラス1推進運動｣）については、高教組と県教委との間で、教職員の超過勤務を縮減するための、学校現場でのメインのとりくみとすることが確認されています。
　学校現場での超過勤務の状況は、出退勤時刻調査の集計から、1ヶ月の超過勤務が100時間を超える職員の全教職員の中で占める割合で、その一端を確認することができます。先日明らかにされた2012年8～11月の集計結果では、県立学校全体で10.4％となり、調査開始以来3年連続で前年同期比で増加しています（09年は8.9％、10年は9.2％、11年は9.6％）。県教委通知の中にもあるように、これまでも｢業務の縮減等に向けた管理職員用マニュアル｣などによるとりくみが行われてきていますが、十分にその成果があがっていないのが実情です。
　昨年11月の高教組と県教委の交渉では、①少なくとも、週休日のうち1日は休めるようにということを改めて校長会等で指導する、②週休日を休めるようにするためには、週休日の学校の活動のあり方を検討する必要があるが、その際、学校週五日制についての県教委通知の趣旨に沿って、週休日の生徒の活動は家庭や地域での活動が原則であることを改めて指導する、などの点を確認しています。また、超勤縮減のとりくみを学校全体のとりくみにする必要性についても確認し、県教委から、そのとりくみのメインとして今回の｢プラス1推進運動｣を位置づけるという回答がされました。そのため、この｢プラス1推進運動｣についての年度末の検証の際も、超勤が減ったのかどうかを検証することを確認しています。
　この｢プラス1推進運動｣を学校全体のとりくみにするためには、教職員全体で討議することが必要です。｢プラス1推進運動｣を説明している県教委の文書でも、p15の「『プラス1』推進運動の進め方」の模式図で、職員アンケートによる職員からの提案を参照することが明記されています。また、県教委も、①全教職員にとりくみの目的を説明し、アンケートで意見を集約する、②どういうとりくみをするかは職員会議で確認するということを徹底するとしています。
　以上の経過をふまえ、次の点を誠実に実行していただくよう申し入れます。
申し入れ事項
１．｢プラス1推進運動｣をすすめるにあたっては、教職員が週休日のうちの1日は必ず休めるようにするなど、超勤縮減をすすめることを大きな目的としてとりくむこと。また、そのために学校の諸活動を再検討する際には、学校週五日制についての県教委通知なども参考にしながら、子どもたちの全面的な発達のために必要なことは何かという点も十分考慮すること。
２．｢プラス1推進運動｣を学校全体のとりくみにするために、以下の点を確実に行うこと。
（１）とりくみの趣旨について職員会議で説明し、全教職員からの意見集約のためのアンケートを実施すること。
（２）アンケートで出された意見を基に、組織的に協議を行い、最終的なとりくみ内容の決定は職員会議で行うこと。
以上。
